
被害想定作成例(百貨店②)
	被害種類と考慮すべき態様
（標準的な付与条件）
	番号
	被害想定
（被害の具体的事象）
	防火防災安全上の目標設定

	１．建物等の基本被害
・新耐震設計基準に適合の場合、建築構造の大きな被害は考慮しなくてよいものとする。
・耐震改修促進法の適用がある場合、その結果に基づき構造体の被害を想定する。
	1
	新耐震設計基準で施工されているが、鉄骨少梁の一部が損傷する。
	構造上の安全を確認し、在館者に伝える。

	
	2
	エキスパンション部分で、１０ｃｍ程度の段差が発生する。
	負傷者を拡大させない。

	
	3
	余震により外壁、窓ガラスが割れ落下した。
	負傷者を拡大させない。

	２．建築設備等被害
・「建築設備耐震設計・施工指針」等に適合しない部位の損壊や機能停止を想定する。
・官庁施設の総合耐震計画基準」等に基づき機能維持が図られる場合を除き、何らかの機能停止が生ずることを想定する。
	4
	エスカレーターに乗っていた客が将棋倒しとなり、負傷者が発生する。
	負傷者を拡大させない。

	
	5
	２０基中２基のエレベーターで閉じ込めが起こる。計１０名程度閉じ込められる。
	閉じ込め者を全員救出する。

	
	6
	地中ガス配管が損傷し、ガス漏れが発生する。
	ガス爆発を防止する。

	
	7
	空調が効かず、気分が悪い人が発生する。
	様態を悪化させない。

	
	8
	機械式駐車場からガソリン漏洩による火災が発生する。
	駐車場外へ延焼拡大させない。

	３．避難施設等被害
	９
	屋上に避難した数百名の客への対応に迫られる。
	パニックを起こさせない。

	
	10
	各階の避難階段までの商品が散乱し、避難経路に支障が出る。
	安全な避難経路を確保する。

	
	11
	避難階段の内袋天井（斜め天井）が落下し、避難経路が使えない。
	安全な避難経路を確保する。

	
	12
	避難経路上に照明器具が落下する。
	安全な避難経路を確保する。

	
	13
	ベビーカーが散乱し、避難経路を妨げる。
	安全な避難経路を確保する。

	４．消防用設備等
	14
	ガラス防煙垂れ壁（段差部分）が落下したが、負傷者無し。
	ガラス破片による負傷者を出さない。

	
	15
	４階売り場でスプリンクラー配管の亀裂部が折損し、漏水する。
	濡れた床による転倒事故を発生させない。

	
	16
	陳列棚が防火シャッターの下に移動して、閉鎖障害になる。
	火災発生の場合は煙損害を防止する。

	
	17
	火災感知器の配線が断線し、鳴動しない。
	感知漏れを発生させない。

	５．収容物等被害
	18
	特設展示場で陶器やガラス品が落下し、破片が散乱する。
	負傷者を拡大させない。

	
	19
	バックヤードの食料品保管棚（高さ約３ｍ）が転倒し、液体の商品が売り場まで漏洩する。
	濡れた床での転倒事故によるけが人を出さない。

	
	20
	天井や吊り下げ式看板が落下する。
	負傷者を発生させない。避難経路障害を起こさない。

	
	21
	商品その他ディスプレイが落下・飛来してくる。
	負傷者を発生させない。避難経路障害を起こさない。

	
	22
	書籍棚が転倒し、下敷きとなり負傷者が発生する。
	負傷者を救出する。

	
	23
	テナント店舗のガラスパーテーションが外れ転倒する。
	負傷者を発生させない。避難経路障害を起こさない。

	６．ライフライン等被害

	24
	停電でトイレのセンサーが作動せず、水が流れない。
	トイレ使用による混乱を起こさない。

	
	25
	屋上受変電設備の横ずれにより、機器結線部分が破損する。
	電源の確保を早急に行う。

	
	26
	高架水槽の接続部が破損し、給水がストップする。
	断水による混乱を起こさない。

	
	27
	自家発電設備が横ずれで機能しない。
	電源の確保を早急に行う。

	
	28
	電話が輻輳し、自衛消防隊員同士が連絡取れない。
	代替連絡体制をとる。

	
	29
30
	客の携帯電話が輻輳し、連絡できず対応に迫られる。
地下階が停電で暗闇となり、女性や子供が怖がったり大声を出したり混乱が起こった。
	電話不通による混乱を起こさない。
女性や子供を安心させ落ち着かせる。

	7.火災等の発生


	31
	調理器の実演販売をしている際、高温の油が容器に着火したが、幸い近くの消火器で消し止めた。
	火災を再発させない。

	
	32
	厨房ダクトから火災が発生する。
	延焼拡大させない。

	
	33
	外部の状況が不安になり、客が騒ぎだす。
	パニックを起こさない。

	
	34
	相互援助協定している警察、消防、区防災課との情報提供や収集業務に追われる。
	○○分毎に情報提供を行う。

	
	35
	商品券、レジ現金、宝石を狙った盗難が発生する。
	犯罪を拡大させない。

	
	36
	店舗１階の前に、食料や生活必需品を求めて駅ターミナルからの群集が集まった。
	パニックや犯罪を起こさせない。

	
	37
	建物外に出たがる人が多く発生する。
	混乱を起こさない。

	８．人的被害
	38
	11階バーゲンセールのフロアの群集が避難階段に殺到し、転倒する者が続出する。
	負傷者の応急手当を行う。

	
	39
	避難階段で、女性客が転倒し捻挫した。
	負傷者の応急手当を行う。

	
	40
	２階出口の防火戸が閉まっていたため、避難する際に客が負傷した。
	負傷者の応急手当を行う。

	
	41
	緊急地震速報の誤報が流れる。
	パニックを起こさない。

	
	42
	おもちゃ売り場付近で迷子の子供が発生する。
	早急に親元に帰す。


被害想定に基づく予防的対策事項と応急的対策事項（百貨店例②）
	被害種類と考慮すべき態様
（標準的な付与条件）
	番号
	対応行動の具体化

	
	
	応急的対策事項
	予防的事項

	１．建物等の基本被害
・新耐震設計基準に適合の場合、建築構造の大きな被害は考慮しなくてよいものとする。
・耐震改修促進法の適用がある場合、その結果に基づき構造体の被害を想定する。
	1
	応急判定士や建築技術者により、建物の損傷箇所を目視・確認する。
	構造被害をすぐ確認できる技術者を確保しておく。

	
	2
	立ち入り禁止措置をとる。負傷者を応急救護室へ連れて行き、応急手当を行う。
	立ち入り禁止範囲の事前確認と避難への影響の確認。

	
	3
	負傷者を応急救護室へ連れて行き、応急手当を行う。
	はめ殺しガラスの固定状況の確認。

	２．建築設備等被害
・「建築設備耐震設計・施工指針」等に適合しない部位の損壊や機能停止を想定する。
・官庁施設の総合耐震計画基準」等に基づき機能維持が図られる場合を除き、何らかの機能停止が生ずることを想定する。
	4
	負傷者を応急救護室へ連れて行き、応急手当を行う。
	在館者の分布特性を調べておく。

	
	5
	エレベーター会社に連絡する。インターホンで負傷有無の確認を行う。
	EV会社の講習を受けて、救助訓練を行う。

	
	6
	火気厳禁、立ち入り禁止措置を行う。
	ガス漏れ警報器を設置する。ガス管の劣化点検を実施する。

	
	7
	仮眠室へ連れて行く。風通しのいい場所で休ませる。
	熱中症対策の備品を準備しておく。（冷却剤、送風器具、塩など）

	
	 8
	防火戸・シャッターを閉める。駐車場内の人を避難させる。
	可燃物を置かない。床に付着した危険物を定期的に清掃する。

	３．避難施設等被害
	9
	今後の避難方針を明確に説明し、落ち着かせる。開口部に落下危険がないか確認する。
	屋上案内係を決めておく。待機場所を明示しておく。

	
	10
	散乱物を片付ける。
	地震を想定した商品の配置計画を検討する。（散乱しやすいものを通路付近に置かない。）

	
	11
	散乱物を片付ける。
	段差や斜面など壊れやすい部分は振止め補強しておく。

	
	12
	散乱物を片付ける。
	蛍光灯は飛散防止フィルムを貼っておく。

	
	13
	散乱物を片付ける。客にはベビーカーを置いて避難させる。
	ベビーカー対応ルールを決めておく。

	４．消防用設備等
	14
	散乱物を片付ける。
	段差や曲がり部など弱い箇所は補強しておく。

	
	15
	水漏れを修理する。避難経路上は優先して床を乾かし、安全な通路を確保する。
	スプリンクラー配管に耐震性をもたせる。

	
	16
	障害物を除去し、防火区画を適切に形成する。防災センターに閉鎖障害があった旨伝える。
	移動しそうなものはシャッター付近に置かない。

	
	17
	火災が発生していないか現場確認する。修理依頼を行う。防災センターに損害状況を伝える。
	配線にゆとりを持たせておく。

	
	18
	負傷者を応急救護室へ連れて行き、応急手当を行う。
	トリアージの方法を確認しておく。

	
	19
	床を清掃し、注意喚起を促す。
	蓋が開いている液体物がないか確認する。

	５．収容物等被害
	20
	負傷者がいないか確認する。散乱物を片付ける。不安定な吊り下げ物を取り除く。
	吊り下げ物は補強しておく。

	
	21
	負傷者がいないか確認する。散乱物を片付ける。
	重いもの、割れやすい物は高いところに置かない。

	
	22
	負傷者を応急救護室へ連れて行き、応急手当を行う。
	収納物の重心バランスを考え、棚の固定を強化しておく。

	
	23
	ガラス破片による負傷者を出さない。
	固定方法を強化する。飛散防止フィルムを貼っておく。

	
	24
	使用禁止の掲示をする。仮設トイレを設置する。設備業者へ連絡する。
	手動に切り替える方法を検討し、災害時に使用できるようにする。

	
	25
	電気業者に修理依頼を行う。
	結線部の耐震性を検討しておく。予備品を確保しておく。

	
	26
	接続部を修理する。提供可能な水量を確認する。備蓄してある飲料水を提供する。利用上の注意・制約を説明する。
	接続部の耐震性を検討しておく。予備品を確保しておく。

	６．ライフライン等被害
	27
	電気業者に修理依頼を行う。夜間照明の準備をしておく。
	固定状況の確認を行い、不備な箇所は改善する。

	
	28
	インターホン、無線機等で連絡体制を確保する。
	事前に代替連絡体制の訓練をしておく。

	
	29
	客に施設内の公衆電話の位置と台数を説明する。
	公衆電話と１０円玉を十分に確保しておく。

	
	30
	抱きかかえて安心させる。人の多い場所に優先的に誘導する。
	災害時にカウンセラーが確保できるよう検討しておく。

	
	31
	残り火がないか確認を行う。
	消火器を２本以上近くに配備させる。

	
	32
	ダクトダンパーを閉める。
	定期的な防災診断やダクト清掃を行う。

	
	33
	不安がる館内客用にTV、ラジオ等のニュースを流し、外部の状況を伝える。
	館内客用のメッセージボードを各階に配備しておく。

	７．火災等の発生
	34
	各緊急連絡先に出向き、情報収集を行う。
	連絡先別に担当者を決めておく。

	
	35
	他階のフロアマネージャーに防犯対策を伝える。
	貴重品が多い場所に監視カメラを設置する。

	
	36
	出入口を限定し、施設内への入場制限を行う。
	外部の人への供給方針（地域貢献対策）を決めておく。

	
	37
	施設の状況を客に明確に伝える。（建物の安全性など）
	広域避難場所へ避難させるタイミングと仕方を訓練しておく。

	
	38
	避難誘導係を多めに配備する。
	来館者の多い日（バーゲンセール期間など）の防災体制強化を検討しておく。

	
	39
	負傷者を応急救護室へ連れて行き、応急手当を行う。
	各階に担架を準備しておく。

	８．人的被害
	40
	負傷者を応急救護室へ連れて行き、応急手当を行う。
	各階に担架を準備しておく。

	
	41
	館内放送で状況をよく説明する。
	予知型地震と直下型地震の対応を別々に考えておく。

	
	42
	館内放送を流し、親を探す。子供対応になれたスタッフに付き添わせる。
	迷子対応の担当者を決めておく。

	
	43
	応急判定士や建築技術者により、建物の損傷箇所を目視・確認する。
	構造被害をすぐ確認できる技術者を確保しておく。

	
	44
	立ち入り禁止措置をとる。負傷者を応急救護室へ連れて行き、応急手当を行う。
	立ち入り禁止範囲の事前確認と避難への影響の確認。
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